
 

   

  

  

                                                   

 

 

● 遺言書と小規模宅地等の特例  

小規模宅地等の特例は、適用を受けようとする宅地等が、相続税の申告期限までに分割されていることが要件とされています。 

生前対策としては、小規模宅地等の特例の対象となるすべての宅地等（以下「特例対象宅地等」といいます。）について、遺言書で相続人に対して 

「相続させる」と記載しておくことがポイントです。 

「相続させる」旨の遺言においては、「何らの行為を要せずして、被相続人の死亡の時に直ちに当該遺産が当該相続人に相続により承継されるものと 

解すべき」（平成3年4月19日：最高裁判決）との解釈が定着しています。 

そのため、遺産争いが生じて、遺言書に記載のない特例対象宅地等がある場合には、その宅地等は共同相続人全員による共有状態にあることから、 

小規模宅地等の特例の選択に当たっては、遺言書で取得した相続人等を含め、共同相続人全員の同意が必要とされます（東京地裁：平成28年7月22日判決、措令40の2⑤三）。 

 

遺言書どおり相続する場合で、他に未分割財産である特例対象宅地等があるときには、期限内申告において共同相続人全員の選択同意が必要となります。 

そのため、相続税の申告期限後において未分割財産である特例対象宅地等について、遺産分割協議が調ったとしても、「更正の請求」によってもこの特例の 

適用を受けることはできません。 

なお、特例対象宅地等を相続した相続人等の全員の同意が得られない場合に、相続させるとしている宅地等についてその相続人が遺贈の放棄を行い、 

特例対象宅地等のすべてを未分割の状態に戻し、「申告期限後3年以内の分割見込書」を添付した上で、申告期限までに分割されなかった財産について 

申告期限から3年以内に分割されたときは、小規模宅地等の特例の適用を受けることができます（措法69の4④）。 

 この場合において、相続税の申告期限から3年を経過する日までに分割できないやむを得ない事情があり、税務署長の承認を受けた場合で、 

その事情がなくなった日の翌日から4か月以内に分割されたときも、この特例の対象になります（措法69の4④）。 

 しかし、遺贈の放棄をした者がその後の遺産分割協議において、その宅地等を相続することができるとは限らないことに留意しておかなければなりません。 

 

                                                           （文責：山本和義） 

令和7年6月2日 

日 
No.381 

 

3分で分かる 相続対策のキモ（肝） ～その21～ 

遺言書が残されていた場合に期待される効果 その7（小規模宅地等の特例適用） 


